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平成21年度 決算のあらまし 平成２１年度の伯耆町一般会計及び
特別会計の決算状況をお知らせします。

　平成21年度の伯耆町一般会計の決算は、長引く不景気で町税が減少する一方で、国の緊急経済雇用対策によ

る臨時交付金や増額となった地方交付税を活用して、町道修繕など生活面に密着したインフラ整備や雇用対策

を行うことができました。

　また、町財政を圧迫している公債費（借金返済金）が大幅に減少し、合併後のまちづくりの重要課題であっ

た「財政運営の健全化」への取組が次第に形となって表れてきました。

一般会計

国庫支出金
6億7,722万円
9.0％

各種交付金
1億6,711万円
2.2％

地方譲与税等
1億771万円
1.4％

町税
14億632万円
18.7％

諸収入
4億4,106万円
5.8％

繰越金
2億9,130万円
3.8％

分担金及び
負担金
1億571万円
1.4％

地方交付税
32億4,468万円
43.1％

依存財源
51億6,853万円
68.6％

その他
2,039万円
0.3％

繰入金
6,524万円
0.9%

使用料及び手数料
3,767万円
0.5%

町債
5億5,810万円
7.4％

県支出金
4億1,371万円
5.5%

自主財源
23億6,769万円
31.4％

補助費等
11億4,599万円
16.5％

公債費
11億1,917万円
16.1％

人件費
10億9,611万円
15.8％

物件費
8億3,657万円
12.0％

普通建設事業費
6億9,599万円
10.0％

積立金
4億2,116万円
6.0％

扶助費
4億55万円
5.8％

貸付金
3億3,910万円
4.９％

その他
1,634万円
0.2％

繰出金
8億8,475万円
12.7％

歳入（収入）総額

（平成２０年度に比べ０．７％減）
７５億３,６２２万円

一般会計歳入

歳出（支出）総額

（平成２０年度に比べ４．７％減）
６９億５,５７３万円

一般会計歳出

一般会計収支

平成21年度 (A)

平成20年度 (B)

増減 (A)－(B)

75億3,622万円

75億8,646万円

△ 5,024万円

69億5,573万円

72億9,516万円

△ 3億3,943万円

5億8,049万円

2億9,130万円

2億8,919万円

2億3,157万円

5,982万円

1億7,175万円

1億1,744万円

△ 3,023万円

1億4,767万円

(ァ) 3億4,892万円

(ィ) 2億3,148万円

　   1億1,744万円

区　分 歳入額① 歳出額②
歳入歳出差引
③（①－②）

翌年度へ繰り
越すべき財源④

実質収支 
⑤（③－④）

単年度収支
⑥ (ァ)－(ィ)

目的別の支出額と主な事業

　　　　　　　　19億3,355万円（1人当り16.3万円）

町政全体に関する運営管理、庁舎維持管理、

戸籍、選挙などに関する経費

伯耆町土地開発公社貸付金 3億1,872万円

減債基金積立金 1億235万円

緊急雇用・ふるさと雇用事業  4,025万円

有線テレビ放送特別会計繰出金

(CATV総合整備事業)  9,560万円

企業誘致対策事業（経済危機対策事業）  5,978万円

総務費

　　　　　　　　13億3,569万円（1人当り11.3万円）

児童・高齢者・障害者福祉などに関する経費

介護保険制度関連事業 2億379万円

後期高齢者医療制度関連事業 1億8,895万円

障害者福祉関連事業 1億9,302万円

保育所運営関連事業 1億2,456万円

保育所整備事業（経済危機対策）  2,715万円

民生費

　　　　　　　　5億2,640万円（1人当り4.5万円）

健康診断、環境対策、ごみ処理などに関する経費 

健診関連事業   3,321万円

予防接種事業   1,597万円

新型インフルエンザ予防対策事業 　   368万円

ごみ処理関連事業 2億7,152万円

旧清掃センター解体事業   1,441万円

簡易水道事業特別会計繰出金   5,234万円

衛生費

　　　　　　　　　　　　　5億9,665万円（1人当り5.0万円）

農林業振興、土地改良、農業委員会などに関する経費

堆肥センター増設事業   2,536万円

農業集落排水事業特別会計繰出金 2億4,638万円

中山間地域等直接支払交付金事業 1億93万円

多様な集落営農支援事業   1,074万円

産業ネットワーク形成事業   1,429万円

農林水産業費

　　　　　　　　7,664万円（1人当り0.6万円）

商工業、観光の振興に関する経費

小口融資事業 1,978万円

観光振興計画策定事業   469万円

商工費

　　　　　　　　3億2,394万円（1人当り2.7万円）

消防団活動、防災対策などに関する経費

防災行政無線統合整備事業 1億2,034万円

新型インフルエンザ災害対策事業 　  193万円

消防費

　　　　　　　　11億1,588万円（1人当り9.4万円） 

借金返済に要した経費

通常の返済額 11億1,121万円

繰上返済額      467万円

公債費

　　　　　　　　3億7,529万円（1人当り3.2万円）

道路の整備などに関する経費

町道谷川文教線改良事業  7,019万円

三軒茶屋橋改良事業  2,021万円

公共下水道事業特別会計繰出金 1億4,825万円

道路修繕事業（経済対策事業分）  3,450万円

道路台帳統合整備事業  1,304万円

土木費

　　　　　　　　5億8,603万円（1人当り5.0万円）

学校教育、社会教育、スポーツ振興などに関する経費

岸本小学校体育館耐震化緊急対策事業 1,984万円

少人数学級実施事業 1,891万円

学校給食費補助事業 1,338万円

給食センター衛生環境整備事業 2,027万円

溝口図書館改修事業 4,179万円

教育費

※１人当たりの金額は、22年3月末
　現在の人口11,827人で割った額

主 な 特 徴

増えたもの

●　経済対策などにより、国庫支出金（国からの交付金など）が３

億９０８万円増加

●　雇用対策や町税の減収などにより、地方交付税が２億３，４４

４万円増加

●　土地開発公社からの貸付返済金などにより、諸収入が２億

８，１９８万円増加

減ったもの

●　不景気の影響などにより、町税が３，９９６万円減少

●　町債（借入金）が６億３，５４０万円減少（前年度は地域振興基

金の積み立てのため９億５千万円借入）

●　減債基金（主に借金返済に使う基金）からの取崩額の減少

などにより、繰入金が２億８，４０７万円減少

主 な 特 徴

増えたもの

●　防災行政無線統合整備や国の交付金を活用した経済対策事業（約２

億４千万円）の実施により、普通建設事業費が４億８，６６６万円増加

●　新たに土地開発公社へ運転資金の貸し付けを行ったことにより、貸付

金が３億１，５４５万円増加

●　雇用対策事業の実施などにより、物件費（賃金・委託料等）が７，２８９

万円増加

●　障害者福祉施策の充実などにより、扶助費（障害者や高齢者等への

給付費等）が４，６８７万円増加

減ったもの

●　近年の財政健全化の取り組み（借入の抑制・早期

返済）などにより、公債費（返済金）が３億５，７１３万

円減少

●　基金（貯金）への積立金が８億５，０３６万円減少（前

年度は地域振興基金へ１０億円の積み立て実施）

●　定額給付金事業などの終了により、補助費等（補

助金や交付金など）が１億６，９０３万円減少


